
「相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム」報告書（概要）

○ 今回の事件は障害者への一方的かつ身勝手な
偏見や差別意識が背景

○ 偏見や差別意識を払拭し、「互いに人格と個性を
尊重しながら共生する社会」の実現に向けた取組を
進めることが不可欠

１ 共生社会の推進に向けた取組

２ 退院後の医療等の継続支援の実施のために必要な対応

検証を通じて明らかになった課題

○ 容疑者は、退院後に、医療機関や地方自治体
から医療等の支援を十分受けられず

○ 入院中から措置解除後まで、患者が医療等の支
援を継続的に受け、地域で孤立することなく安心して
生活できる仕組みの整備が必要

○ 措置入院中から、都道府県知事等が
退院後支援計画を作成（退院後支援の関係者による
調整会議を開催）

○ 措置入院先病院が退院後支援ニーズアセスメン
トを実施。その結果を都道府県知事等に確実に
伝達

○ 退院後は、退院後支援計画に沿って

保健所設置自治体が退院後支援全体を調整

（他の自治体に転出後も確実に引き継ぎ）

○ 保健所等の人員体制等の充実

再発防止策の方向性

○ 「障害者週間」、政府広報などあらゆる機会を
活用し、政府の姿勢や障害者差別解消法の理念
を周知・啓発

○ 学校教育をはじめあらゆる場での

「心のバリアフリー」の取組の充実

○ 障害者の地域移行や地域生活の支援

再発防止策の方向性

検証を通じて明らかになった課題
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○ 警察官通報が行われたもののうち、措置入院等に
つながった割合は地方自治体ごとにばらつき

○ 措置入院の過程で認知された具体的な犯罪情報に
ついて、関係者間で情報共有する手続き等が協議さ
れていない

○ グレーゾーン事例（※）があることについて、関係者
が共通認識を持つ必要
※ 他害のおそれが精神障害によるものか判断が難しい事例

○ 地域に開かれた施設という基本的な方針と安全確
保の両立を目指す必要

○ 容疑者は施設の元職員。施設の職員が、心身とも
に疲弊して孤立することなく、やりがいや誇りを持って
働ける職場環境づくりが重要

○ 措置診察等の判断に係るチェックポイントの作成

○ 地域の関係者（自治体、警察、精神科医療関係
者等）の協議の場（※）を設置
※ 措置診察に至るまでの地域での対応方針、具体的な犯罪情報を
把握した場合の情報提供のあり方等

○ グレーゾーン事例のうち、医療・福祉による支援
では対応が難しいものについての他害防止の措置
は、人権保護等の観点から極めて慎重であるべき

○ ９月に発出された防犯に係る点検項目通知を踏
まえた各施設の取組を支援
○ 権利擁護の視点を含めた職員研修の更なる
推進、処遇改善や心の健康管理面の強化等によ
る職場環境の改善

４ 関係機関等の協力の推進

５ 社会福祉施設等における対応

３ 措置入院中の診療内容の充実

○ 措置入院中の診療内容における留意事項が示さ
れておらず、診断や治療方針の検討が不十分

○ 医師の養成段階から生涯にわたる医学教育におい
て、退院後支援や薬物使用に関連する精神障害に
関する内容が不十分

検証を通じて明らかになった課題

○ 国が措置入院中の診療内容のガイドラインを
作成。診療報酬等の対応を検討

○ 卒前・卒後教育の充実による専門知識を有する
医師の育成

再発防止策の方向性

再発防止策の方向性

検証を通じて明らかになった課題

検証を通じて明らかになった課題

再発防止策の方向性
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「相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム」

１ 構成員

岩 崎 俊 雄 社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国社会福祉法人経営者協議会副会長
久保野 恵美子 東北大学大学院法学研究科教授
田 中 正 博 全国手をつなぐ育成会連合会統括
中 原 由 美 全国保健所長会 福岡県糸島保健福祉事務所長
平 田 豊 明 千葉県精神科医療センター病院長
松 田 ひろし 特定医療法人立川メディカルセンター柏崎厚生病院院長
松 本 俊 彦 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所薬物依存研究部部長
村 上 優 独立行政法人国立病院機構榊原病院院長

◎山 本 輝 之 成城大学法学部教授
※この他、内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、神奈川県、相模原市が関係省庁等として参画 （◎：座長）

２ 検討の経緯
８月１０日 検証・検討チームの立ち上げ
９月１４日 「中間とりまとめ～事件の検証を中心として～」公表

１０月２４日 兵庫県精神・保健福祉センターを視察
１０月３１日 第７回検証・検討チーム（関係団体からのヒアリング）

・社会福祉法人日本身体障害者団体連合会
・全国手をつなぐ育成会連合会
・全国「精神病」者集団
・公益社団法人全国精神保健福祉会連合会
・公益社団法人日本精神保健福祉士協会

１１月１４日 第８回検証・検討チーム
１２月 ８日 報告書公表
→ 厚生労働省の有識者会議（これからの精神医療保健福祉のあり方に関する検討会）において
詳細な内容を検討

・全国身体障害者施設協議会
・公益社団法人日本知的障害者福祉協会
・公益社団法人日本精神科病院協会
・ 日本多機能型精神診療所研究会

3


